
  

別紙５ 
○ リハビリテーションマネジメントの基本的考え方並びに加算に関する事務処理手順例及び様式例の提示について（平成１８年３月２７日

老老発第 0327001 号 厚生労働省老健局老人保健課長通知）（抄） 

 

改     正     前 改     正     後 

リハビリテーションマネジメントは、高齢者の尊厳ある自己実現を

目指すという観点に立ち、利用者の生活機能向上を実現するため、介

護保険サービスを担う専門職やその家族等が協働して、継続的な「サ

ービスの質の管理」を通じて、適切なリハビリテーションを提供し、

もって利用者の要介護状態又は要支援状態の改善や悪化の防止に資

するものである。 

 その促進を図るため、平成十八年度より、「リハビリテーションマ

ネジメント加算」を創設することとしたところであり、その算定につ

いては、別に通知する「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に

関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与

に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する

基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成十二年老企第三

六号）、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短

期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施

設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実

施上の留意事項について」（平成十二年老企第四〇号）、「特定診療

費の算定に関する留意事項について」（平成十二年老企第五八号）及

び「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制

リハビリテーションマネジメントは、高齢者の尊厳ある自己実現を

目指すという観点に立ち、利用者の生活機能向上を実現するため、介

護保険サービスを担う専門職やその家族等が協働して、継続的な「サ

ービスの質の管理」を通じて、適切なリハビリテーションを提供し、

もって利用者の要介護状態又は要支援状態の改善や悪化の防止に資

するものである。 

 その促進を図るため、平成十八年度より、通所リハビリテーション

サービス、訪問リハビリテーションサービス、介護保健施設サービス、

介護療養施設サービスにおいて「リハビリテーションマネジメント加

算」を設定してきたところである。その算定については、平成２１年

度介護報酬改定に伴い、別に通知する「指定居宅サービスに要する費

用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及

び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額

の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成

十二年老企第三六号）、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定

に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る

部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準

の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成十二年老企第四〇



  

定に伴う実施上の留意事項について」（平成十八年老計発第〇三一七

〇〇一号、老振発第〇三一七〇〇一号、老老発第〇三一七〇〇一号）

において示しているところであるが、今般、リハビリテーションマネ

ジメントの基本的考え方並びに事務処理手順例及び様式例を左記の

通りお示しするので、御了知の上、管内市町村、関係団体、関係機関

にその周知を図られたい。 

 

 

 

 

１～２ （略） 

号）、「特定診療費の算定に関する留意事項について」（平成十二年

老企第五八号）及び「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定

に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成十八年

老計発第〇三一七〇〇一号、老振発第〇三一七〇〇一号、老老発第〇

三一七〇〇一号）において示しているところであるが、既に、多くの

事業所で算定されている現状を踏まえ、一部のサービスについては、

本体報酬に包括化することとした。今般、あらためて、リハビリテー

ションマネジメントの基本的考え方並びに事務処理手順例及び様式

例を左記の通りお示しするので、御了知の上、管内市町村、関係団体、

関係機関にその周知を図られたい。 

１～２ （略） 

 


